
 
 

 

 

 

 

 

 

平成２８年度 

事業計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

  社会福祉法人 早島町社会福祉協議会 

 



 
 

目 次 
➤基本理念（Ｐ.1） 
 
➤経営理念（Ｐ.1） 
 
➤基本姿勢（Ｐ.1） 
 
➤重点目標（Ｐ.2〜）  

○事務局            ○デイサービスセンター 

 ○居宅介護支援センター     ○ホームヘルパーステーション 

               
➤活動内容（Ｐ.４〜） 

Ⅰ．会務の運営 
１．役職員による法人運営（Ｐ.４） 
（１）理事会の開催      （４）役員の先進地視察研修の実施 

（２）評議員会の開催     （５）人事管理制度の推進 

（３）内部監査の実施   

 

Ⅱ．地域福祉事業 
１．広報事業活動の推進（Ｐ.４） 
（１）社協だよりの発行    （４）早島の匠ミニギャラリー 

（２）ホームページによる福祉情報の発信 

（３）地域福祉活動計画推進状況の周知 

  

２．会費・寄付・募⾦の収受（Ｐ.5） 
（１）住民会員･会費の募集    

（２）一般寄付等の受納 

（３）共同募金運動の推進 

 

３．住⺠参画型生活支援活動の検討（Ｐ.５） 
（１）外出支援活動の検討 

（２）生活支援活動の検討 

（３）生活支援サポーターの養成○新  

     

４．福祉活動員活動の支援（Ｐ.５） 
（１）福祉活動員協議会活動の支援  

（２）福祉活動員育成に向けた支援 

 

５．地区福祉活動の推進（Ｐ.５〜） 
（１）高齢者給食サービス活動の推進 

（２）ふれあい･いきいきサロン活動の推進  

（３）夏季一斉友愛訪問活動の実施 



 
 

（４）年末大掃除おたすけサービスの実施 

（５）地区福祉活動の支援 

 
６．福祉啓発（教育）の推進（Ｐ.６） 
（１）地域住民への啓発活動    （４）コミュニケーション麻雀の普及推進 

（２）夏のボランティア体験の実施 （５）福祉啓発事業の推進 

（３）福祉教育への協力支援 

  

７．ボランティア活動の推進（Ｐ.７） 
（１）ボランティア保険の加入支援 （４）ボランティア調整機能等の検討○新  

（２）福祉ボランティアグループ活動の支援 

（３）ボランティア活動に関する相談・調整 

  

８．福祉団体活動の支援（Ｐ.７） 
（１）福祉当事者団体･福祉団体活動の支援 

   

９．在宅福祉サービス事業の実施（Ｐ.７） 
（１）福祉有償運送事業の実施○新    

（２）福祉用具貸出サービスの実施  

 

１０．福祉相談及び福祉サービスの利⽤援助（Ｐ.７） 
（１）福祉・生活支援相談対応の環境整備○新    

（２）生活福祉資金貸付事業の実施 

（３）日常生活自立支援事業の実施 

 

１１．地域福祉センターの管理運営（Ｐ.８） 
（１）施設利用の促進     

（２）備品･用具の貸出 

   

Ⅲ．介護サービス事業 
１．居宅介護⽀援事業の実施（Ｐ.８） 
（１）居宅介護支援事業の実施 

 

２．通所介護事業の実施（Ｐ.９） 
（１）通所介護事業の実施     

（２）介護予防通所介護事業の実施 

（３）介護保険外サービス事業の実施 

 

３．訪問介護事業の実施（Ｐ.9） 
（１）訪問介護事業の実施      （４）軽度生活支援事業の実施 

（２）介護予防訪問介護事業の実施  （５）居宅介護事業の実施 

（３）介護保険外サービス事業の実施 （６）障がい児者移動支援事業の実施 



1 
 

平成２８年度早島町社会福祉協議会事業計画（案） 
 
 
➤本会の基本理念 

 

お互いが支えあい  安心して  
幸せに暮らせる  住みよい地域をつくります 

 

 
➤本会の経営理念 

 

本会役職員は、基本理念に則り地域福祉事業の推進と介護保険事
業の充実・発展を図るとともに、安定した法人運営に心がけてまい
ります。 
 

 

➤本会の基本姿勢 
 
⾼齢化の進展と制度の変⾰に適切に対応していくため、地域福祉事業と

介護保険事業の連携のとれた法⼈運営を⾏ってまいります。 
地域福祉事業では、平成２７年度スタートの「地域福祉活動計画」が２

年⽬を迎えます。９つの活動⽬標への取り組み状況を点検評価していくと
ともに、⽣活⽀援サービスの輪が着実に広がっていくよう、関係団体・⾏
政との連携強化や、生活支援サービスの担い手の育成に努めてまいります。 

介護保険事業では、２７年度からの第６期介護保険制度による介護報酬
の減額に対応するため収⽀バランスの改善に努めていますが、３０年度か
らの第７期制度では更に厳しい介護保険事業環境になると予測されてい
ます。このため、早島町と連携して新たな介護予防・日常生活支援総合事
業に備えるとともに、利⽤者本位に⽴った良質で安⼼感のある介護サービ
スの提供により、安定した事業経営をめざします。 

さらに、社会福祉法の改正により社会福祉法人の地域貢献がより強く求
められる中、一層の法人経営の安定を図る必要があるため、職員一人ひと
りが無駄を省き⾜元を固め安定した法人運営に努めてまいります。 
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○事務局重点目標 
 

１ 地域福祉活動計画に基づく福祉活動・事業の推進 

『はやしまほっとプラン』の２年目の事業活動として、福祉有償運送
事業の実施や外出時の付き添い、サロン等の地域⾏事への移動のあり⽅
を中⼼に、外出⽀援活動の更なる検討を進めます。 

また、ゴミ出しに加え、買い物支援や家事援助等の『住⺠協働の⽣活
支援活動』の検討や相談対応等の体制づくりに向け、⾏政や関係団体と
の協議を進めるとともに、計画の進捗状況を積極的に発信し、活動推進
への更なる住⺠参画を働きかけます。 

 
２ 事務局業務の再整理による業務体制の見直し 

『はやしまほっとプラン』の策定により増大した地域福祉業務と、従
来からの法⼈運営、施設管理等の総務、経理事務や労務管理、地域福祉
推進の業務を再整理し、現員体制での円滑な業務推進に向けた事務整理
や分担の⾒直しを⾏う。 

また、法人運営や事業推進の基本となる規程類の再整理を⾏うととも
に、総務業務の効率化に向けた課題整理を⾏い、次年度以降の体制整備
の方向性を明確化する。 

 
○居宅介護⽀援センター重点⽬標 
 
１ 地域包括ケアや地域福祉推進への積極的な参画 

地域福祉の推進を使命とする社会福祉協議会の居宅介護⽀援事業所
として、早島町が進める包括ケア構築の一助となれるよう、同システム
協議や研修、事業推進に主体的に参画します。 

また、引き続き、地域福祉活動への参加による介護（福祉）情報発信
や事務局が進める住⺠協働の⽣活⽀援活動の試⾏協議への参画、利⽤者
の生活支援や生きがいづくり、社会参加の促進に努めます。 

 
２ ケアマネジメント業務の標準化と援助に係る負担の軽減 

平成２８年度から始まる「介護支援専門員実習受入れ」に備え、引き
続き内部の共通業務の標準化作業を進め、事務作業の効率化を図るなど、
円滑な業務遂⾏に向けた業務整理を⾏います。 

また、介護支援専門員間での相談や調整業務の補完を進めるとともに、
職場内での事例検討や職場外での研修や助言を得る機会の確保に努め、
個々の援助に係る精神的な負担の軽減を図ります。 



3 
 

○デイサービスセンター重点目標 
 

１ 職員の資質の向上と安定した事業運営 

昨年度に定員を増やし、利⽤者の要望が多様化してきています。 
職務基準書を活用し介護技術の標準化を図るとともに、認知症介護実践
者研修の受講と職場内での研修を継続し、適切なケアの提供により安心
して利⽤していただけるように努めます。 

また、引き続きプログラムの企画や⾒直しを⾏い、利⽤者の⽅に満足
していただくことで継続した利⽤につなげ、安定した運営を図ります。 
 

２ 記録作成の効率化と情報の有効活用 

介護報酬の算定根拠となる記録や計画書の記録について、作成に時間
を要し、また、使い易い記録になっていない現状があります。迅速かつ
適切な記録作成に向け、書式の⾒直しや基本情報の更新を⾏ない、⽇々
のケアや、職員間・他事業所との情報共有に使い易い記録にしていきま
す。 

 
○ホームヘルパーステーション重点目標 
 

１ 事務の効率化と利用者の確保 

ご利⽤者の希望に添った迅速かつ柔軟な対応できるよう、訪問前後の
指示や報告⽅法の⾒直しを⾏います。 

また、ホームページや介護サービス情報公表システムの活用や、町内
へのポスター掲⽰を⾏うなど、事業所の広報強化に努め、新規利⽤につ
なげでいきます。 
 

２ 登録ヘルパーの確保と育成・専門知識の向上 

  利⽤者のニーズに応えられるよう登録ヘルパーの確保に努めます。 
また、現在深刻化している認知症の方への対応と、少しずつ利⽤が増

えてきている障がい者⽀援の理解を深めていく為に今後も内部・外部研
修への積極的な参加が出来るように体制を整えていきます。 
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➤活動内容 
Ⅰ．会務の運営 
 
１．役職員による法人運営 
（１）理事会の開催 

企業経営の視点に⽴った意思決定機関としての責任体制を明確化し、
理事会で充分な審議を⾏う。 

（２）評議員会の開催 

  財産状況や役員の業務執⾏状況について、役員に対し意⾒を述べると
ともに、法⼈の重要事項についての議決機関としての審議を⾏う。 

（３）内部監査の実施 

  社協全般の業務執⾏状況や、法⼈の財産状況の監査を受け、経営状況
の把握や法人運営改善を⾏う。 

（４）役員の先進地視察研修の実施 

  社協が⾏う諸事業の充実強化を図るため、県内外の先進地社協へ出向
いて、研鑽を深めるとともに事業改善の一助とする。 

（５）人事管理制度の推進 

  職務基準書や職員ごとの⾏動評価、⽬標管理に基づく⼈材育成を進め
るとともに、外部専門業者を交えた評価者研修や調整会議を実施し、適
正な⼈事評価作業を⾏う。 

 

Ⅱ．地域福祉事業 
 
１．広報事業活動の推進 
（１）社協だよりの発行 

町⺠に対する社協活動や住⺠福祉活動等の情報提供⼿段として、広報
誌はやしま福祉情報「社協だより」を年４回発⾏する。 

（２）ホームページによる福祉情報の発信 

改定後のホームページとソーシャル・サポート・ネットワークとの連
動により、本会の事業活動状況や町内の福祉活動の積極的かつ効果的な
発信を⾏う。 

（３）地域福祉活動計画推進状況の周知 

「はやしまほっとプラン」の周知や更なる住⺠参画促進を目的に、地
域や関係団体等へ出向き、同計画内容や進捗状況を発信する。 

（４）早島の匠ミニギャラリー 

「オアシス早島」１階ロビーを活⽤し、住⺠によるミニ作品展⽰を⾏
い、⼀般住⺠の来館促進と、センター機能の周知を図る。 
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２．会費・寄付・募⾦の収受 
（１）住民会員･会費の募集 

  地域住⺠へ任意での会費の募集を⾏う。 
（２）一般寄付等の受納 

    一般寄付・満中陰志を受納し、ほほえみ基⾦の原資として基⾦積み 
   ⽴てを⾏い、浄財は「社協だより」などの情報提供事業等に活⽤する。 

（３）共同募金運動の推進 

 「福祉活動の財源確保」を⽬的に、１０⽉に「⾚い⽻根共同募⾦運動」、 
１２⽉に「歳末たすけあい募⾦運動」を実施する。 

 
３．住⺠参画型生活支援活動の検討 
（１）外出支援活動の検討 

福祉⾞両による移動⽀援やサロン送迎活動の他、付き添いの外出支援
活動のあり⽅の検討や試⾏を⾏う。 

（２）生活支援活動の検討 

ゴミ出しや買い物支援など、高齢者世帯等における生活課題に対応す
べく、⾏政と協議をしながら、シルバー人材センターや地域組織と協働
した生活支援サービスの創設に向けた検討や試⾏を⾏う。 

（３）生活支援サポーターの養成○新    

  ゴミ出しや買い物等の生活支援活動の担い手となるサポーターを養
成し、地域における助け合い活動の担い手を育成する。 

 
４．福祉活動員活動の支援 
（１）福祉活動員協議会活動の支援 

福祉活動員による主体的な地区活動を支援する「福祉活動員協議会」
の事務局として同会の運営⽀援を⾏い、福祉マップの作成や地域ニーズ
の把握など、地区の実情にあった活動の活性化に努める。 

（２）福祉活動員育成に向けた支援 

「福祉活動員協議会」と協働で、福祉知識や技術の習得、体験活動や
福祉活動先進地視察の機会を設け、福祉活動員の関連知識や活動意欲の
向上と具体的活動の促進を図る。 

 

５．地区福祉活動の推進 
（１）高齢者給食サービス活動の推進 

地区内で食事の準備などが困難な、ひとり暮らし高齢者等を対象とし 
て、⾷事とふれあい交流の場を提供する「給⾷ボランティアグループ」
への食材費等の助成や活動の支援を⾏う。 
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（２）ふれあい･いきいきサロン活動の推進  

地区内での気軽なふれあい交流や仲間づくりができる「たまり場」
づくりの普及に努める。活動グループに対し、助成・助⾔を⾏うとと
もにサロン活動の更なる普及や活性化を⽬的とした研修会を開催する。 

（３）夏季一斉友愛訪問活動の実施  

概ね７０歳以上の⾼齢者等を対象に、⺠⽣児童委員協議会、福祉活 
動員協議会と協働で、熱中症予防啓発と関係づくりを目的に全地区一
⻫の友愛訪問活動を⾏う。 

（４）年末大掃除おたすけサービスの実施 

地区内の７５歳以上の⾼齢者世帯や、⾝体障がい者世帯の年末⼤掃除 
作業を⺠⽣児童委員協議会、福祉活動員協議会と協働で⾏う。作業を⾏
う「おたすけ員」として地区⺠⽣委員や福祉活動員以外にも、地区住⺠
へ福祉活動の機会として協⼒を求める。 

（５）地区福祉活動の支援 

「福祉のまちづくり」に主体的に取り組む自治会に対し、地区福祉活 
動のあり⽅の検討や具体的活動の⽀援を⾏う。また、活動支援には、取
り組み内容に応じた活動費の助成を⾏う。 

 

６．福祉啓発（教育）の推進 
（１）地域住民への啓発活動 

地域住⺠からの要請や様々な機会を捉えて、福祉等について啓発活動
を⾏う。 

（２）夏のボランティア体験の実施 

  中学生以上を対象に、夏季休暇期間を活用したボランティア体験の場
を設定し、他者とのふれあいの中から「福祉の心」を育成する。 

（３）福祉教育への協力支援 

  早島⼩学校や早島中学校が⾏う福祉教育に関する授業等に対し、福祉 
関係団体の協⼒を得ながら福祉教育の⽀援を⾏う。 

（４）コミュニケーション麻雀の普及推進  

介護予防啓発や地区交流活動の活性化を⽬的に、コミュニケーショ
ン⿇雀を楽しむ場づくりや普及員の養成を⾏う。 

（５）福祉啓発事業の推進 

地域住⺠への福祉啓発を目的に福祉当事者やボランティアグループの 
協⼒を得て、「福祉映画会」｢障がい者作品展｣等のイベント事業を⾏う。 

 

 

 



7 
 

７．ボランティア活動の推進 
（１）ボランティア保険の加入支援 

安心してボランティア活動ができるよう、ボランティア活動者の傷
害や、賠償責任などについて補償するボランティア活動保険の加入促
進を図る。 

（２）福祉ボランティアグループ活動の支援 

  ボランティア団体の活動支援と活動費の助成を⾏う。 
＜主な助成グループ＞  

早島いぐさ⼿話サークル、早島要約筆記サークル‵ぺんしるʻ、パソボ 
ラはやしま、はやしま朗読ボランティア福来朗、絵手紙ボランティ 
アやまびこ、日曜大工ボランティアとんかち、運転ボランティアくる 
りん等 

（３）ボランティア活動に関する相談・調整 

 「ボランティアをしたい方（団体）」や「求める方（団体）」の相談対
応や、各種福祉団体活動を支援するプログラムの調整等、ボランティア
活動の活性化に向けた⽀援を⾏う。 

（４）ボランティア調整機能等の検討○新  

 町⺠活動⽀援センターとの役割分担や福祉ボランティアや他分野の
ボランティア等の登録調整のあり方について、町生涯学習課との情報交
換や検討を進め、町内のボランティアニーズに対する円滑な調整（ボラ
ンティアコーディネート）ができるよう下地づくりを⾏う。 
 

８．福祉団体活動の支援 
（１）福祉当事者団体･福祉団体活動の支援 

  当事者団体の活動⽀援と活動費⽀援を⾏う。 
＜主な助成グループ＞ 

  早島町身体障がい者福祉協会、早島つばさの会、ブロンズクラブ、 
早島保護司会、早島町更⽣保護⼥性会等 

 

９．在宅福祉サービス事業の実施 
（１）福祉有償運送事業の実施○新    

  公共交通機関を⾃⼒で利⽤できない⾼齢者や障がい者の⽞関から⽬
的地までの福祉⾞両による移動サービスを、タクシー料⾦の概ね半額相
当の利⽤料で実施する。 

（２）福祉用具貸出サービスの実施 

貸出希望者の状況を踏まえ福祉用具を貸出し、使用方法等の相談・助
⾔を⾏う。また、貸与する福祉⽤具の⾒直しを⾏う。 
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１０．福祉相談及び福祉サービスの利⽤援助 
（１）福祉・生活支援相談対応の環境整備○新  

地域福祉センター内への相談窓口スペースを設置し、福祉サービス利
⽤者や福祉活動者、その他の町⺠からの福祉や生活支援に関する助言や
調整⽀援を⾏える環境整備を⾏う。 

（２）生活福祉資金貸付事業の実施 

低所得者世帯の経済的⾃⽴や、⾝体障がい者世帯の⽣活意欲の助⻑促
進及び、在宅福祉・社会参加促進のために必要な資⾦を貸付けるため、
⽣活福祉資⾦貸付に関する相談受付と県社協への申請や償還事務指導
を⾏う。 

（３）日常生活自立支援事業の実施 

判断能⼒が低下した⽅の福祉サービス利⽤や、⽇常的な⾦銭管理をサ
ポートする「⽇常⽣活⾃⽴⽀援事業」の相談受付や県社協への申請、専
門員及び生活支援員による援助等を⾏う。 

 

１１．地域福祉センターの管理運営 
（１）施設利用の促進 

  町内の地域福祉活動拠点として、福祉関係者を中心にセンター内の施 
設の貸し出しと管理運営を⾏う。 

（２）備品･用具の貸出 

  町内の地域福祉活動の活性化のため、福祉活動に役⽴つ備品等（レク 
リエーション⽤具・機材）の貸し出しを⾏う。 

 

 

Ⅲ．介護サービス事業 
 

１．居宅介護⽀援事業の実施 
（１）居宅介護支援事業の実施 

要介護状態の⽅に対し、在宅での介護サービス、その他の保健医療サ
ービス、福祉サービスを適切に利⽤できるよう、介護⽀援専⾨員が訪問
等により、心身の状態やご家族の希望をお伺いして、「ケアプラン」を
作成しそれに基づき、介護サービス事業者との連絡調整や、サービス利
⽤料の上限管理、要介護認定申請の代⾏などの業務を⾏う。 
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２．通所介護事業の実施 
（１）通所介護事業の実施 

要介護認定者を対象に、介護が必要な高齢者の心身の機能の悪化を防 
⽌し、介護が必要な状態になっても、変わらず⾃宅での⽣活が出来る
よう、趣味活動や⼈との交流のある⽣活を維持するとともに、介護者
の心身の負担を軽減する。 

（２）介護予防通所介護事業の実施 

  要支援認定者を対象に、機能訓練や社会交流を通じて、⾃⽴へ向けた 
⼼⾝の機能維持や向上を⽬的とした⽀援を⾏う。 

（３）介護保険外サービス事業の実施 

利⽤登録者を対象に、社会参加の促進と生き甲斐づくりを目的に、介
護保険外の事業として年 1 回の⽇帰り旅⾏の実施と、入院・入所中の方
の短時間のデイ利⽤の受け⼊れを⾏う。 

 
３．訪問介護事業の実施 
（１）訪問介護事業の実施 

  要介護認定者を対象に、⼼⾝の状況に応じ、安⼼して⾃⽴した⽇常⽣ 
活が送れるよう支援するサービスで、ケアプランに基づいて身体介護
（入浴介助、排泄、食事の援助など）や⽣活援助（調理、掃除、買い物
など）、日常生活全般の支援を⾏う。 

（２）介護予防訪問介護事業の実施 

  要支援認定者を対象に、生活機能を維持向上させる観点から、日常の 
家事などをできるだけ⾃⼒で⾏うことで、⾝体機能を維持していける 
よう生活援助を中心とした支援を⾏う。 

（３）介護保険外サービス事業の実施 

介護認定を受けているが、⽀給限度額超過や制度上サービス提供がで 
きない内容に対し、身体介護や家事援助を⾏う。 

（４）軽度生活支援訪問事業の実施 

   介護認定を受けていない方で生活支援を必要とする方が、安心して日 
常⽣活を営む事が出来るよう家事援助等⾏う。 

（５）居宅介護事業（障がい者総合支援）の実施 

  障がい・心身の状態に配慮した身体介護・家事援助など、日常生活全 
般の⽀援を⾏う。 

（６）障がい児者移動支援事業の実施 

外出移動が困難な障がい児者の方に対し、⾃⽴⽣活・社会参加の促
進を目的に、生活上必要な外出の移動支援を⾏う。 


